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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度

総合計画体系

・那珂市地域公共交通会議の開催
・県公共交通活性化会議等への加盟
・地方バス路線運行維持対策負担金の交付

市内有人駅からの水郡線乗
車数

1100.

　市内の公共交通の現状及び住民の意向を把握し、持続可能な
公共交通のあり方について検討するとともに、公共交通の利用促
進を図るため、地域公共交通会議を開催する。また、不採算のた
め維持が困難な路線バスについて、国・県と協調補助を行い、生
活交通路線の維持を図る。

3.

人/日

人口

・公共交通機関の利用者を増やし公共交通の活性化
を図る。
・市内を運行している基幹的なバス路線（３路線）につ
いて補助金を交付してバス路線を存続させる。

実施計画
対象事業

1824.

回

3.

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

0.

20.公共交通満足度 13.54 18.13 19. 21.

市内現行バス路線については存続要望が多く、路線バスが運行していない地区からは、デマンド
交通の拡充（水戸市乗入れ・土曜日運行・増車等）について好評を得ている。

東日本大震災により公共交通の重要性・必要性に対する認識が一時高まったが、利用者減により
運行維持が困難な路線バスについての補助金（負担金）の支出は増加傾向にある。

人/年

3. 3. 3. 3.

・市民
・公共交通機関(路線バス・鉄道)

・那珂市地域公共交通会議の開催。
・茨城県公共交通活性化会議等への加盟。
・路線バス運行補助金の交付。

利用状況等の実態調査

千円/
年

路線バスの路線数

予算科目 根拠法令

53436. 53187. 52800. 52300.

（実績） （見込） （計画） （計画）

年度

回

人

路線

路線バス利用促進のための
PR

回

事務事業評価シート

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

（実績）

令和 2

0. 0. 0. 0.

％

基幹バス路線の乗車数 84000.

一般会計

3.

1824. 1135. 1824. 1824.

3.

3. 3. 3. 3.

5.

52500.

福祉バスの契約が切れるのをきっかけに衰退する公共交通の今後について市の方針を検討する
ことになり、更に平成13年4月の地方バス運行維持対策補助制度の改変により、市町村に負担が
課せられるようになったため。

1100. 1000. 1050. 1150.

3. 2.会議の開催回数

基幹バス路線への運行補助
額

89000. 82358. 83000. 85000.

3.

■

事業期間

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

5. 5. 5. 5.

財
源
内
訳

事
業
費

8,459 4,411
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

投入量(A)+(B) 千円 4,359 8,376 4,411
1,920       0.30人 1,920       0.30人 1,920       0.30人人 件 費 計 (B) 千円 2,140       0.35人 1,920       0.30人

2,491 0
事 業 費 計 (A) 千円 2,219 6,456 2,491 6,539 2,491 0

一 般 財 源 千円 2,219 6,456 2,491 4,515

0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0

0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 2,024

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～

款 項 目 事業名

02 01 06 地域公共交通活性化事業

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 4 公共交通の維持・確保

事務事業名 地域公共交通活性化事業 事業類型 事業の推進

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市計画グループ 記入者氏名 小堆　朋和

作成日 令和 3 6 3
点検日
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

移動手段を持たない交通弱者等にとって、公共交通の維持や活性化は必要不可欠な施策であり、
その方策や手段等について、関係機関との連携により市が積極的に関与することは妥当である。

改革・改善による期待成果

公共性の高い交通手段は市民にとって大変重要であるため事業の継続は必要であるが、日々利用状況や利便性を精査しながら、必要に応じ
た改善を進め、効果のある取り組みを行う。

市民の要望や利用状況等を調査分析し、近隣市町村や関係機関と連携を図りながら、市民にとっ
て利便性の高い持続可能な地域公共交通サービスの構築を検討するとともに、現行の民間バス路
線の維持存続に努める。

生活に密着した公共交通環境の存続のためには、運行を維持するための負担金支出や公共交通
会議による協議検討等は必要不可欠であり、路線バスや水郡線の利用促進及びデマンド交通の
サービス拡充などにより、今後公共交通における利用者の増や満足度の向上が期待できる。

市民にとって利便性の高い持続可能な公共交
通の在り方について検討を進め、デマンド交通
の水戸市への運行に加え、市民や利用者から
の要望も多いひたちなか市への乗り入れを令和
３年４月より開始する旨、地域公共交通会議に
て承認を行った。

⑤

成
果

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

交通弱者における移動手段の確保並びに公共交通を維持存続するための対策は行政機関が積
極的に取り組むべきものであるため、受益者負担を求めるものではない。

高齢化社会における地域公共交通の在り方は市の最重要課題であり、生活交通路線への負担金
支出や検討機関の設置及び協議等は有効策であると考えられるため、統廃合や廃止できるもの
ではない。

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

向上 ○
維持

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト
削減 維持 増加

適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

受益者負担の適正余地

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

事業費のほとんどが、生活交通バス路線の維持に係る負担金等であるため事業費の削減は難し
い。人件費についても必要最小限の人員であると考える。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価)

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

令和元年度

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

（前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 2 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 3 6 3
点検日

事務事業名 公共交通利用促進施設管理事業 事業類型 維持管理

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市計画グループ 記入者氏名 小堆　朋和

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 4 公共交通の維持・確保

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

年度）

根拠法令
02 01 06 公共交通利用促進施設管理事業

（開始年度 年度～） 年度 ～

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
　水郡線利用促進のため、駅周辺に整備された駐車場や駐輪場
等の維持管理及び瓜連駅での乗車券類簡易委託販売を行う。

・駐車場(瓜連駅南)及び駐輪場(後台駅、下菅谷駅、中菅谷
駅、上菅谷駅、瓜連駅北、瓜連駅南、静駅)の維持管理、駅前
公衆トイレ(後台駅、上菅谷駅、瓜連駅南、瓜連駅北、静駅)及
び広場の清掃並びに乗車券販売委託（瓜連駅）

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

・市民（水郡線利用者）
市民 人 53436. 53187.

市内水郡線駅からの乗車数 人/日 1100. 1000. 1050. 1100.

1. 1. 1. 1.

52800. 52500. 52300.

1150.

243. 243. 243. 244.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

有料駐車場の契約･料金徴収、駐車場･駐輪場の維
持管理、駅前公衆トイレ・広場の清掃、瓜連駅の乗車
券･定期券の販売、防犯カメラの設置(後台駅・下菅
谷駅・中菅谷駅・上菅谷駅・瓜連駅南北)。

有料駐車場利用者募集回
数

回/年 1.

244.

乗車券・定期券販売日数 日/年 365. 366. 365. 365. 365.

駐車場・駐輪場管理委託日
数

日/年

12. 12.

0. 0. 0. 0.

40. 45.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

水郡線駅周辺の公共交通に関する施設をより快適に
利用してもらい、公共交通利用者の増加を図る。

瓜連駅南有料駐車場利用
者数

台/年 12. 12.

13.54 18.13 19. 20.

12.

乗車券・定期券販売件数 件/日 50. 31. 35.

21.

0. 0. 0. 0. 0.

公共交通満足度 ％

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 845 0 1,075 1,075 1,075 0
一 般 財 源 千円 5,423 5,268 4,713 4,713 9,513 0

事 業 費 計 (A) 千円 6,268 5,268 5,788 5,788 10,588 0
人 件 費 計 (B) 千円 2,140       0.35人 1,920       0.30人 1,920       0.30人 1,920       0.30人 1,920       0.30人

投入量(A)+(B) 千円 8,408 7,188 7,708 7,708 12,508
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 旧国鉄用地の払い下げを受け、市有地の有効活用及び水郡線の利用促進のため駐車場・駐輪場

の整備を行った。また、瓜連駅の乗車券委託販売は、駅の無人化により利用者のサービス低下を
防ぐことを目的に開始した。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

自治会からの要望により駐車場や駐輪場、公衆トイレ等の整備、並びに防犯灯や防犯カメラの設
置が進められている。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

屋根付き駐輪場の整備や駐輪場の清掃、駅周辺における防犯灯・防犯カメラの設置等の要望が
出されている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和元年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
水郡線駅周辺施設の環境整備については、駅
利用者や地元自治会等の意見・要望などを捉
え、JRと協議しながら適切な維持管理を行っ
た。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

安全で快適な施設環境の維持管理を市が主体となって行うことにより、駅利用者の利便性向上が
図られ、利用者の増加や満足度の向上につながるため、市の関与は妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

駅利用者が安全で快適に利用できるための施設整備や維持管理であるため、より快適な環境を
維持・継続できるよう、関係者等と協議しながら更なる向上に努めていく。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

安全で快適な駅周辺の環境づくりのため、駅前駐輪場や駐車場、トイレ等の維持管理について
は、廃止・休止すべきではないと考える。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

現在のコストは、駅前駐輪場や駐車場、トイレ等の清掃業務や維持管理業務など、シルバー人材
センター等への委託費であるため、事業費の削減余地はない。また人件費についても必要最小限
であるため削減余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

駅周辺の駐輪場等の維持管理については、安全で快適な環境づくりにつながり、駅利用者の増加
を図るものであることから、受益者負担を求めるものではない。
駅前有料駐車場の料金設定については、周辺民間駐車場の料金体系に準じ設定していることか
ら適正であると考える。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
駅周辺の駐輪場や駐車場、トイレ等の維持管理などは、安全で快適な環境づくりにつながり、駅利
用者の増加を図るものであるため、今後も利用者や自治会等の要望などに耳を傾け、高齢者や障
がい者等にも利用しやすい駅周辺の環境整備についてＪＲ等と協議を行っていく。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

利用しやすい施設にするために、利用者の協力や維持管理に対する理解も必要であることから、環境整備と共に各施設に合った事業の改善に
努める。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 2 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 3 6 3
点検日

事務事業名 デマンド交通運行事業 事業類型 デマンド運行

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市計画グループ 記入者氏名 小堆　朋和

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 4 公共交通の維持・確保

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

年度）

根拠法令
02 01 06 デマンド交通運行事業

（開始年度 年度～） 年度 ～

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
　鉄道駅から遠くバス路線もない地域等、日常生活の移動手段に
不便をきたしている地域住民の交通手段の確保を図るため、那珂
市地域公共交通連携計画に基づき、デマンド交通を運行する。

・利用者の登録等
・運行事業者への運行費用の補償

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市民（特に日常生活の移動に支障をきたしている市
民） 市民 人 53436. 53187.

ひまわりタクシー延登録者
数

人 3085. 3673. 4173. 4673.

293. 293. 294. 294.

52800. 52500. 52300.

5173.

6. 6. 6. 6.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

デマンド交通「ひまわりタクシー」の運行及び利用促
進 ひまわりタクシー運行日数 日/年 294.

6.

ひまわりタクシー新登録者
数

人/年 495. 389. 500. 500. 500.

ひまわりタクシー運行台数 台/日

18000. 20000.

0. 0. 0. 0.

1.2 1.3

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

市民の地域内の移動を支援することにより、市内の
公共施設や商業・福祉施設、医療機関等への利便性
の向上を図る。

ひまわりタクシー利用者数 人/年 19704. 16805.

67. 57.3 65. 70.

22000.

1台当たりの利用者数 人/台 1.1 1. 1.1

75.

公共交通満足度 ％ 13.54 18.13 19. 20. 21.

1日当たりの利用者数 人/日

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 8,178 7,890 8,060 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 27,471 27,536 27,584 35,644 37,344 0

事 業 費 計 (A) 千円 35,649 35,426 35,644 35,644 37,344 0
人 件 費 計 (B) 千円 4,280       0.70人 3,910       0.70人 3,910       0.70人 3,910       0.70人 3,910       0.70人

投入量(A)+(B) 千円 39,929 39,336 39,554 39,554 41,254
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 市公共交通連携計画の策定に当たり実施した市民アンケートやまちづくり委員会の意見交換会の

結果等により、市の実情に応じた持続可能な地域公共交通としてデマンドタクシーの要望が多かっ
たため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

登録者数は年々増加しており、市外運行や土日運行、介助のための市外者登録などの要望があ
り、H30年度には介助のための市外者登録を認め運用を開始し、R1年度からは水戸市への乗入
れ及び土曜日運行を開始した。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

市民や利用者から市外運行や土日運行、増便や助成対象範囲の拡大等の要望がある。運行事
業者からは今後利用者増となった際の運行配車システム導入の要望がある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和元年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
市民や利用者等の意見・要望等を踏まえ、水戸
市への域外運行に加え、ひたちなか市への乗
入れについて関係機関等と協議検討を進め、
R3年度から運用を開始した。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

民間事業者による一般タクシー運行はあるが、市が運営主体の地域公共交通としてデマンド型乗
合タクシーを運行することにより利用者負担が抑えられ、高齢者を中心とした交通弱者の有効な移
動手段として活用されているため、妥当であると考える。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

今後高齢化が進行するにあたり、利用者はますます増加することが予想されることから、更なる
サービス内容の充実を検討するとともに、利用者が利用しやすい効率的な運行・配車方法につい
ても具体的な調整を進めていく必要がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

ひまわりタクシーを市の地域公共交通の柱に位置づけ、誰もが安心して利用できる移動手段とし
て、今後更なるサービス内容の拡充を図っていくことから、ひまわりタクシーの廃止・休止はできな
いものと考える。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

サービス内容の拡充等に伴う運行補償料の増加などを見据えた場合、事業費としての削減余地
はないものと考える。
人件費についても、拡充による事務量の増加や積極的な事業の周知・啓発活動等が必要となるこ
とから削減余地はないと考える。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

デマンドタクシーに係る運行補償料は、他市町村と比較しても高額な部類ではない。利用者の大
部分が高齢者であることを踏まえると、現利用料金（市内300円・100円（障がい者・要介護者等）、
市外600円・200円（障がい者・要介護者等））は受益者負担額として適正であると考える。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
令和元年度に水戸市乗り入れ、増便、増台などの見直しを行った結果、利用者数が増加したこと
から、令和３年度からのひたちなか市乗り入れ開始の効果を検証しつつ、隣接市町村への乗り入
れ拡大を検討する等、運行事業者や関係機関等と連携しながら更なるサービス拡充の検討を進め
ていく。また、コロナ禍後を見据え、利用者増、即ち利用料金収入増による運行補償料負担の減少
を目指す。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

これまで乗り入れ先の見直し等を実施し事業の充実を図ってきたが、今後も高齢化や免許返納等により利用者の増加が見込まれ、それに伴う
要望等も多くなることが考えられるため、有効性を踏まえた見直しが必要。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

-6-



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度

総合計画体系

・運転免許自主返納者に対してひまわりタクシーの特別利用券
を交付。
・ひまわりタクシーで使用された利用券分を報奨費として事業
者へ支出。

運転免許自主返納者数 200.

・運転に自信がなくなった方や家族から運転免許の返納を勧めら
れている方などに免許の自主返納を促し交通事故の抑制を図ると
ともに、免許を返納した高齢者等が公共交通を利用する（乗り慣れ
る）動機づけ（きっかけ）としてもらうために、ひまわりタクシーの特
別利用券を対象者に交付する。

150.

人

人口

・運転に自信がなくなった方に運転免許の自主返納
を促す
・運転免許を自主返納した方の地域公共交通への誘
導を図り、移動支援をすることで高齢者等の交通事
故を抑制する

実施計画
対象事業

0.

4.

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

0.

0.0. 0. 0. 0.

実証事業における利用者の意見等を把握するためアンケートを実施した結果、「有効期限が短い」
や「同居親族も使用したい」との要望が多かった。

免許の自主返納者数は増加傾向にあり、本事業の周知により更なる増加が予想される。またR1年
12月から免許失効者にも経歴証明書が発行されることから、これらを踏まえ本格実施に向けた制
度設計が必要となった。

件

0. 0. 0. 0.

・自動車等の運転免許の自主返納の対象となる市民

・デマンド交通「ひまわりタクシー」の特別利用券の交
付
・制度や事業の周知啓発等を図る

65歳以上の高齢者人口

予算科目 根拠法令

53436. 53187. 52800. 52300.

（実績） （見込） （計画） （計画）

年度

回

人

人

出前講座等での説明会実施

人

事務事業評価シート

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

（実績）

令和 2

0. 0. 0. 0.

市内の高齢者交通事故（人
身）件数

38.

一般会計

160.

0. 0. 0. 0.

0.

2. 2. 3. 5.

17010.

52500.

自動車等の運転に自信がなくなった市民に運転免許の自主返納を促し、交通事故の抑制を図ると
ともに免許返納後の移動手段を確保することが必要となった。

207. 175. 190. 210.

123. 129.年間特別利用券交付者数

40. 42. 40. 36.

140.

■

事業期間

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

16728. 17010. 16896. 17325.

財
源
内
訳

事
業
費

3,423 3,423
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

投入量(A)+(B) 千円 0 3,137 3,423
2,730       0.50人 2,730       0.50人 2,730       0.50人人 件 費 計 (B) 千円 0       0.00人 2,730       0.50人

693 0
事 業 費 計 (A) 千円 0 407 693 693 693 0

一 般 財 源 千円 0 407 693 693

0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0

0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～

款 項 目 事業名

02 01 06 運転免許自主返納等支援事業

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 4 公共交通の維持・確保

事務事業名 運転免許自主返納等支援事業 事業類型 助成費

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市計画グループ 記入者氏名 小堆　朋和

作成日 令和 3 6 3
点検日
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

高齢者の交通事故抑制や交通弱者の移動手段確保は、行政が主体となって取り組まなければな
らない重要課題であり、免許返納後の自家用車の代替として、市の地域公共交通を活用してもらう
ために市が支援を行い関与することは妥当である。

改革・改善による期待成果

免許返納した高齢者は単独行動が難しいことも考えられるため、利用実態の調査や現状の把握に努め、市民が求めているもに反映できるよ
う、見直しを図る。

本事業のチラシ、申請書一式及び「ひまわりタクシー」のパンフレット、申請書一式を一つの封筒に
まとめたものを用意し、那珂警察署に持ち込み、返納手続きを行った方に配布を依頼するなどし、
さらなる普及・啓発を図る。

対象者の大部分は高齢者であり、今後高齢化が進行する中、本事業をきっかけとして、運転技術
の衰え・低下による交通事故を避けること等を目的として、免許を自主返納する市民の数が増加
し、その結果として当該事故の減少等の効果が期待できる。

実証事業時の利用者からの意見を踏まえ、R2
年度からは、利用券の有効期限をなくし本人以
外の同居家族も利用できることとし、更に利用
額を増額することにより免許返納後の移動手段
として「ひまわりタクシー」を有効に活用してもら
える支援内容に改めた。

⑤

成
果

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

高齢者等の交通事故抑制のために運転免許の自主返納を促し、返納後の移動手段の確保を図る
ために実施するものであるため、受益者負担を求める事業ではない。

免許返納を検討している方に対するきっかけ、インセンティブとなる事業として前述の効果を上げ
つつある事業であり、かつ現状は他に類似する事業がなく代替性がないことから、廃止・休止は適
当でないと考える。

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

向上 ○
維持

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト
削減 維持 増加

適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

受益者負担の適正余地

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

高齢者等の運転技術の衰え・低下による交通事故を避けること等を目的とする免許返納者数の増
加に伴い、特別利用券申請者数は年々増加傾向にあることから、事務量等を含め、事業費及び人
件費の削減余地はないものと考える。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価)

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

（前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
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年 月 日
年 月 日

□ □ ■
（

評価対象年度 令和 2 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 3 6 1
点検日

事務事業名 菅谷市毛線街路整備事業 事業類型 委託・用地・補償・工事

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市整備G 記入者氏名 綿引秀晃

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 7 自然環境と調和した魅力的な都市づくりを推進する

基本事業名 2 快適な市街地の整備

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

年度）

根拠法令 都市計画法、道路法
07 03 03 菅谷市毛線街路整備事業

（開始年度 年度～） 令和 2 年度 ～令和 4

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
本路線は、水戸・勝田都市圏の交通機能を向上させるうえで非常
に重要な路線であり、市の中期計画の中でも市街地の骨格を形成
するうえで国道３４９号を補完する幹線道路として位置づけられて
いる。
本路線の整備により、災害発生による緊急避難路、輸送路等の災
害対処能力の向上へと繋がるとともに、安全安心な通学路機能の
拡充に資するものとして早急な整備が求められている。

都市計画道路整備のため、用地買収および道路工事
第Ⅳ期　延長：Ｌ＝７６０ｍ、幅員：Ｗ＝１６ｍ

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

都市計画道路　菅谷・市毛線　第Ⅲ期（Ｒ元年度供用
開始）
都市計画道路　菅谷・市毛線　第Ⅳ期（Ｒ２年度より
事業延伸）

道路延長 ｍ 1400. 760.

計画道路面積 ㎡ 17099. 12160. 12160. 12160.

0. 12000. 0. 0.

760. 760. 0.

0.

190. 0. 0. 760.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

道路用地買収、道路改良工事
用地買収面積 ㎡ 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

改良工事延長 ｍ

100. 100.

0. 0. 0. 0.

760. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

早期の整備完了を目指し供用開始することで、市民
に対する交通機能の向上、安全な通学路の確保等
が図られる。

用地買収進捗率 ％ 100. 0.

76.06 80.28 81.28 82.28

0.

整備済換算延長 ｍ 1400. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

日常生活において移動に不
便を感じていない市民の割
合

％

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 22,527 36,685 56,815 339,185 0 455,212
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 110,300 30,000 68,200 401,000 0 609,500
そ の 他 千円 0 0 10,000 0 0 10,000
一 般 財 源 千円 76,433 19,092 20,185 58,265 0 173,975

事 業 費 計 (A) 千円 209,260 85,777 155,200 798,450 0 1,248,687
人 件 費 計 (B) 千円 7,022       1.37人 6,085       1.20人 6,085       1.20人 6,085       1.20人 0       0.00人

投入量(A)+(B) 千円 216,282 91,862 161,285 804,535 0
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ ひたちなか市の都市計画道路　金上・田彦線の整備に合わせ、平成７年度菅谷・市毛線の整備を

開始した。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

市の財政状況も以前厳しいままであるが、災害等に関する早期の国土強靭化に対する国の方針
もあることから、急ピッチでの整備が求められている。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

早期に完成して欲しいという市民からの要望がある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和元年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
年数縛りのある交付金を採択しているため、今
後も内示率の良い交付金で事業進捗できるよう
に関係機関等と協議していく。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

道路整備は社会基盤整備であるので、市が事業を行うことは妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

国からの交付金を活用しながら計画的に整備を行っているため、内示率により事業進捗に影響が
及ぶことはあっても、都市計画道路の性格上、法線や構造の変更が原則できないことから、決定さ
れた規格に沿った形で整備していくこととなるため、余地がない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

都市計画道路のため一路線を一事業として整備を進めているため、統廃合の余地はなく、廃止休
止もできない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

都市計画道路整備を、国からの交付金を受けながら進めており、整備路線数は増えても人員は増
やしてもらえないこともあり削減余地がない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

道路は不特定多数の人が利用するものであり、受益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

幹線道路として菅谷市毛線は重要な路線であり、限られた予算および人員ではあるが整備効果は高ことから、事業の完了にむけて速やかな事
業の推進を図る。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ □ ■
（

評価対象年度 令和 2 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 3 6 1
点検日

事務事業名 下菅谷地区街路整備事業（上菅谷下菅谷線・下菅谷停車場線） 事業類型 委託・用地・補償・工事

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市整備Ｇ 記入者氏名 綿引秀晃

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 7 自然環境と調和した魅力的な都市づくりを推進する

基本事業名 2 快適な市街地の整備

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

年度）

根拠法令 都市計画法、道路法
07 03 03 下菅谷地区街路整備事業（上菅谷下菅谷線・下菅谷停車場線）

（開始年度 年度～） 令和 2 年度 ～令和 8

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
本事業は、幹線道路の一部である上菅谷・下菅谷線と、市の中心
市街地を東西に走る下菅谷停車場線を同時に整備することで、駅
アクセスの強化を図り、周辺土地利用の促進、地域が活性化され
ることが期待され、また、小学校の通学路、近隣保育園の送迎等
による安全安心な通学路機能の拡充に資するものとして早急な整
備が求められている。

都市計画道路整備のため、用地買収および道路工事

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

都市計画道路　下菅谷停車場線・上菅谷下菅谷線・
下宿仲の内線 道路延長 ｍ 0. 927.4

計画道路面積 ㎡ 0. 12000. 12000. 12000.

0. 4000. 4000. 4000.

927.4 927.4 927.4

12000.

0. 0. 0. 0.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

道路用地買収、道路改良工事
道路用地買収 ㎡ 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

改良工事延長 ｍ

33.33 66.66

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

交通ネットワークの拡充、歩道整備による安全安心
な通学路の確保が図られる。 用地買収進捗率 ％ 0. 0.

0. 0. 0. 0.

100.

改良工事進捗率 ％ 0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 16,500 77,000 123,200 86,350 303,050
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 12,800 63,000 100,800 70,600 247,200
そ の 他 千円 0 0 20,000 0 0 20,000
一 般 財 源 千円 0 1,027 17,300 11,930 15,050 45,307

事 業 費 計 (A) 千円 0 30,327 177,300 235,930 172,000 615,557
人 件 費 計 (B) 千円 0       0.00人 5,530       1.10人 5,530       1.10人 5,530       1.10人 5,530       1.10人

投入量(A)+(B) 千円 0 35,857 182,830 241,460 177,530
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 菅谷地区、都市計画区域内の都市計画道路において、道路交通ネットワークを形成するうえで要

となる路線、上菅谷下菅谷線と下菅谷停車場線整備を新規事業化した。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

新型コロナウイルスの影響も続いていることから、景気動向は下降傾向にある。市の財政状況も
厳しいままではあるが、本事業は国交付金を活用しながら進めているため、その内示率により進
捗に影響を及ぼすこととなる。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

早期完成を望まれている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

道路整備は社会基盤整備であるので、市が事業を行うことは妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

国からの交付金を活用しながら計画的に整備を行っているため、内示率により事業進捗に影響が
及ぶことはあっても、都市計画道路の性格上、法線や構造の変更が原則できないことから、決定さ
れた規格に沿った形で整備していくこととなるため、余地がない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

都市計画道路のための一路線を一事業として整備を進めているため、統廃合の余地はなく、廃止
休止もできない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

都市計画道路に見合った整備を、国からの交付金を受けながら進めており、整備路線数は増えて
も人員は増やしてもらえないこともあり削減余地がない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

道路は不特定多数の人が利用するものであり、受益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

下菅谷地区街路整備事業（上下線）には、同路線の県による整備や四中学区コミュニティセンター建設など、関連する事業もあり、下菅谷地区
街路整備事業の継続的な事業の推進が必要性である。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 2 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 3 5 28
点検日

事務事業名 公園管理事業 事業類型 維持管理

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市整備G 記入者氏名 綿引秀晃

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 7 自然環境と調和した魅力的な都市づくりを推進する

基本事業名 3 公園の適正な維持管理

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

年度）

根拠法令 都市公園法
07 03 05 公園管理事業

（開始年度 年度～） 年度 ～

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
公園緑地の管理及び施設の維持補修等 都市公園をはじめとした市内公園の維持管理

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

都市公園および開発行為で帰属された公園緑地
都市公園数 箇所 15. 15.

その他の公園数 箇所 76. 77. 78. 79.

38. 38. 38. 38.

15. 15. 15.

80.

12. 12. 12. 12.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

公園内の緑化管理、遊具の保守点検・修繕
公園内の放射線測定 遊具の保守点検 箇所 38.

12.

公園管理協定の締結 団体 28. 28. 29. 30. 31.

放射線測定 回

27. 25.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

市民が安全で快適に公園を利用できるように管理す
る。

公園利用に関する意見・要
望・苦情等

件 28. 29.

0. 0. 0. 0.

23.

0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 54 58 45 45 45 0
一 般 財 源 千円 44,814 41,642 43,605 47,676 49,686 0

事 業 費 計 (A) 千円 44,868 41,700 43,650 47,721 49,731 0
人 件 費 計 (B) 千円 6,292       1.20人 5,460       1.30人 5,460       1.30人 5,460       1.30人 5,460       1.30人

投入量(A)+(B) 千円 51,160 47,160 49,110 53,181 55,191
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 公園の整備に伴い維持管理が必要となった。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

平成１８年の「バリアフリー法」の施行により、国より公園整備に対する「都市公園の移動等円滑化
整備ガイドライン」が示され、平成２４年に改訂された。今後整備する際にはその規格に沿った整
備が必要となる。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

遊具の安全管理、適切な緑化管理のほかに、駐車場の拡充や高齢者や幼児に対する遊具等の
新設が求められている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 平成３０年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
新規の公園や既存公園のリニューアルを市民
より求められているが、財源等の問題もあり計
画まで至っていない。
以上から見直し（改革・改善）が必要となるが、
予算への反映がいつになるかは未定である。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

都市公園は市が設置した公園であることから、特段の取り決めが無い限り市が維持管理を行う施
設である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

予算の範囲内で維持管理を行うなかで、まちづくり委員会や周辺自治会などからも協力等の申し
出もあることから、役割を分担しながら成果の向上を図れる余地はある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業はない。維持管理を止めてしまうと、市民の憩いの場としての公園が機能しなくなる。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

年数を経るにつれて遊具は老朽化、木々も成長し、草も繁茂するので事業費は削減できない。
さらに一定面積以上の開発行為により緑地が帰属されることからも削減できない。
その緑地の管理に対しては周辺住民と管理協定を結ぶことで、管理コストと労力の抑制を図って
いるが、宅地化に伴い公園数が増え続けることでの管理費の増加は避けられない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

公園は不特定多数の人々が自由に利用するものであり、受益者負担を求めるものではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
今後、まちづくり委員会や周辺自治会等の地元の方々と話し合いをすすめる中で、安全に無理なく
続けられそうな軽作業や美化活動等を見出し、市民と協働しながら公園の維持管理を行うことが出
来ないか課題を整理していきたい。結果として市民の公園愛護の向上と環境の美化に資すると思
われるが、内容によってはコストの増加も想定される。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

公園施設の継続的な維持管理は必要であるが、近年利用者や地域住民のボランティア等の協力依頼も踏まえ、相互の役割を認識し協力関係
を維持しながら、適切な維持管理に努める。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ □ ■
（

評価対象年度 令和 2 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 3 5 31
点検日

事務事業名 下菅谷地区まちづくり事業 事業類型 委託・用地・補償・工事

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市整備G 記入者氏名 綿引秀晃

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 7 自然環境と調和した魅力的な都市づくりを推進する

基本事業名 2 快適な市街地の整備

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

年度）

根拠法令 都市計画法、道路法
07 03 80 下菅谷地区まちづくり事業

（開始年度 年度～） 平成29 年度 ～令和 8

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
下菅谷地区の地区計画エリア（61ha）において、地元住民との合
意形成を図りながら、街区道路や生活道路を整備することにより、
民間活力等の土地利用を促進させ、那珂市の宅地化率を向上さ
せていく。

下菅谷地区計画に基づく、協議会の開催及び地区計画道路の
測量設計・用地買収・道路工事。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

下菅谷地区に計画した生活道路
計画延長 ｍ 4735. 4735.

0. 0. 0. 0.

0. 0. 0. 370.

4735. 4735. 4735.

0.

5. 10. 8. 8.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

道路測量設計委託
道路用地買収、物件移転補償
道路改良工事

道路改良工事延長（街区道
路）

ｍ 500.5

8.

0. 0. 0. 0. 0.

業務委託件数 件

2561.1 2561.1

0. 0. 0. 0.

54.1 61.9

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

生活道路を整備することにより、都市基盤の整った利
便性の高い市街地とし、土地利用を促進させる。

整備済道路（街区道路／総
延長）

ｍ 2561.1 2561.1

41. 27. 20. 20.

2931.1

計画した道路の整備率 ％ 54.1 54.1 54.1

20.

0. 0. 0. 0. 0.

地区計画（住宅）届出件数 件

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 31,995 43,245 75,240
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 76,700 24,200 24,500 37,100 50,200 212,700
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 37,078 26,981 40,600 8,905 14,337 127,901

事 業 費 計 (A) 千円 113,778 51,181 65,100 78,000 107,782 415,841
人 件 費 計 (B) 千円 13,329       2.44人 6,525       1.40人 6,525       1.40人 6,525       1.40人 6,525       1.40人

投入量(A)+(B) 千円 127,107 57,706 71,625 84,525 114,307
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 区画整理事業が取りやめとなり、その後地元住民を主体とするまちづくり協議会を設立し、地区計

画策定とともに、まちづくり事業を開始した。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

道路・下水道の整備が進んだことにより、土地利用が進んでいる。平成29年度より下菅谷地区整
備方針をもとに対象の見直しをを行った。国補助等の財源を模索しながら、現在は起債や市単独
費で整備をすすめている。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

地区施設の早期整備が望まれている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和元年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
引き続き地区計画の計画達成へ向けて事業を
すすめている。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市街化区域における都市基盤整備は市の責務であることから妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

限られた財源を活用し、地元との合意形成を図りながら時間をかけて整備していかざるを得ない状
況であるため、これ以上の余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

区画整理事業を廃止したことにより、市街化区域であるが社会基盤の整備が遅れている地区であ
り、整備が急がれているため廃止の余地はない。また、地区計画にもとづく類似事業もない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

最小限の人員で対応しているため人件費の削減はできない。
起債を充てながらの市単独費事業であり、出来る限りコストは抑えるようにした整備計画での事業
進捗を行っているため、これ以上の事業費削減余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

市の道路は不特定多数の人が利用するものであり受益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

下菅谷地区まちづくり事業の進捗により、戸建て住宅の増加や土地利用が図られるなど事業の効果が出ており、引続き計画されている整備を
推進する。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 2 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 3 5 19
点検日

事務事業名 建築総務事務費 事業類型 事務の推進

担当部課G等 建設部　都市計画課 開発指導室 記入者氏名 赤津　久夫

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 7 自然環境と調和した魅力的な都市づくりを推進する

基本事業名 1 適正な土地利用の推進

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

年度）

根拠法令
07 03 01 建築総務事務費

（開始年度 年度～） 年度 ～

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
建築課内の事務
令和3年4月から都市計画課開発指導室に組織改編

開発許可申請、建築許可申請等の受付及び許可

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

・開発行為等の申請者
開発行為等の申請件数 件 137. 168.

0. 0. 0. 0.

6. 10. 10. 10.

150. 150. 150.

0.

134. 162. 140. 140.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・開発行為等に関する協議、申請
・法令等の確認
・適正な期間内に現地調査、書類審査を行う

大規模開発行為審査件数 件 3.

140.

0. 0. 0. 0. 0.

小規模開発行為審査件数 件

150. 150.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

・適正な開発で、調和の取れた土地利用を図る
・開発行為等の許可、証明

開発行為等の許可、証明件
数

件 135. 167.

0. 0. 0. 0.

150.

0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 6 5 6 6 6 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 566 540 619 655 655 0
一 般 財 源 千円 0 0 0 0 0 0

事 業 費 計 (A) 千円 572 545 625 661 661 0
人 件 費 計 (B) 千円 21,260       3.40人 16,180       3.20人 22,810       3.55人 22,810       3.55人 22,810       3.55人

投入量(A)+(B) 千円 21,832 16,725 23,435 23,471 23,471
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 平成23年度より開発許可等の事務が県より権限移譲されたため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

平成29年度より、区域指定制度が始まった。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

特になし。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 平成３０年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
グループ内で検討会を実施して、スキルアップ
を図り、審査表を活用して事務処理を行った。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

都市計画法に基づく開発許可であり、地方自治法第252条の17の2第1項の規定及び茨城県知事
の権限に属する事務の処理の特例に関する条例第2条の規定を元に平成23年度より開発許可等
の事務が県より権限移譲されたため、市が実施することは妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

適正な期間内で審査・許可をしているが、窓口相談や書類審査を速やかに行うためにスキルアッ
プが必要である。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

都市計画法による事務であり、廃止、休止の可能性はない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正な人員で対応しており、那珂市行政手続条例の標準処理期間内で許可をするためには、事
業費や人件費の削減余地がない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

申請内容、面積等に基づき手数料を徴収している。近隣市町村と同一であり、受益者負担は適正
である。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
グループ内で相談メモを参考に共通的な考えを共有して窓口相談や書類審査に行う。また、スケ
ジュール感を持って事務処理に当たる。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

グループ内で相談メモを参考に共通的な考えを共有して窓口相談や書類審査に行う。また、スケジュール感を持って事務処理に当たる。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 2 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 3 5 31
点検日

事務事業名 空き家等対策事業 事業類型 事業の推進

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市計画グループ 記入者氏名 小田内　美奈子

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 4 健康で快適に過ごせる生活環境の保全を図る

基本事業名 3 自然と生活環境の保全

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

年度）

根拠法令
空家等対策の推進に関する特
別措置法07 03 01 空き家等対策事業

（開始年度 年度～） 年度 ～

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
令和２年度より那珂市空家等対策計画が施行されることに伴い、
計画に策定されている空家等に関する業務を行う。
令和３年度から組織改編により都市計画課の所管となる。

空き家に関する相談
空き家バンク制度に係る募集、登録、情報公開等
空き家バンクリフォーム助成

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市内の空き家等、空き家等の利活用をしたい者
空き家件数 件 877. 653.

利活用相談件数 件 13. 49. 50. 50.

19. 24. 24. 24.

670. 690. 710.

50.

0. 4. 5. 7.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

適正に管理されていない空き家等の所有者に対し、
通知を送る。
空き家バンク制度を推進して「利用者」とのマッチング
を促進する。

適正管理通知 件 26.

10.

ホームページ・広報紙掲載
回数

回 2. 2. 2. 2. 2.

空き家バンク登録物件数
（累計）

件

12. 12.

0. 0. 0. 0.

4. 5.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

市内の空き家等が適正に管理されるよう促す。
空き家等の利活用を図る。 通知に対する回答件数 件 6. 11.

0. 0. 0. 0.

12.

空き家バンク成約件数（累
計）

件 0. 2. 3.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 0 6,230 1,081 1,057 954 0

事 業 費 計 (A) 千円 0 6,230 1,081 1,057 954 0
人 件 費 計 (B) 千円 0       0.00人 3,048       0.48人 3,048       0.48人 3,048       0.48人 3,048       0.48人

投入量(A)+(B) 千円 0 9,278 4,129 4,105 4,002
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 空家等の増加が社会的問題となり、H26年11月に空家等対策に関する特措法が制定された。H27

年度に実施した市内空家の調査結果を受け、空家等の有効活用を図るためH30年1月から「空き
家ﾊﾞﾝｸ制度」の運営が始まった。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

R2年3月に空き家等に関する対策を総合的かつ計画的に推進するため「那珂市空家等対策計画」
が策定された。その計画に基づき、空家等対策に関する所管課をR2年4月から建築課とし「空き家
総合窓口」を設置した。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

空き家等が管理されておらず、周辺へ影響がでている状況が見られる。空き家バンクにおいて、利
用者から興味がある物件の登録がないとの声がある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

空き家の有効活用、良好な住環境の確保及び定住促進による地域活性化を図ることを目的とした
事業であるため、市が関与することが妥当である。また、空き家バンクに関して市が窓口になるこ
とによって物件登録者、利用者に安心感を与えることができるため、市が関与することは妥当であ
る。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

市内の空き家件数に対し、物件登録数が少ないため、制度の周知方法を検討する必要がある。ま
た、意向調査を行い、空き家の所有者等に必要な情報を発信していくことで適正管理や利活用を
促す余地がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

「那珂市空家等対策計画」（R2.3策定）の趣旨に基づき、空き家に関する相談や空き家バンク制度
関連、空き家バンクリフォーム補助など、R2年4月に総合窓口を設置して一つの課で行っている。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

事業費は必要最低限の経費の計上であり、削減の余地はない。人件費は必要最低限で行ってお
り、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

本事業は空き家の利活用促進を目的としており、市が受益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
空き家バンクの対象区域等を拡大したことから、空き家バンク登録件数の増大を図るため関係者
への制度周知を継続する。また、意向調査による問題点等の明確化、総合的な空き家等対策を進
める。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

空き家バンク事業は、今後大きな役割を果たす事業であると考えられることから、周知や普及たいする取組みを強化し、事業効果の拡大に努め
る。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 2 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 3 5 20
点検日

事務事業名 湛水防除施設維持管理事業 事業類型 施設の維持管理

担当部課G等 建設部　土木課 維持管理グループ 記入者氏名 小野瀬　義宏

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 1 災害に強いまちをつくる

基本事業名 1 防災・減災対策の強化

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

年度）

根拠法令
05 01 05 湛水防除施設維持管理事業

（開始年度 年度～） 年度 ～

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
降雨による農地の被害を最小限に抑え農業経営の安定を図るた
め排水機場の維持管理事業

排水機場の管理・操作

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

冠水の影響のある宅地及び農地
排水機場 冠水の影響がある面積 ha 438. 438.

排水機場 箇所 3. 3. 3. 3.

1. 0. 0. 0.

438. 438. 438.

3.

1. 1. 1. 1.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

排水機場３箇所を適切に維持・管理し、大雨時には
被害を最小限に抑えるため稼働させる。 冠水防止のための稼働日数 日 2.

1.

0. 0. 0. 0. 0.

ポンプ点検 年

0. 0.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

大雨等による農地及び宅地が冠水しないようにす
る。 冠水した田畑の被害件数 件 0. 0.

0. 0. 0. 0.

0.

0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 150 150 150 150 150 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 7,797 6,707 7,519 7,517 7,517 0

事 業 費 計 (A) 千円 7,947 6,857 7,669 7,667 7,667 0
人 件 費 計 (B) 千円 384       0.06人 588       0.12人 588       0.12人 588       0.12人 588       0.12人

投入量(A)+(B) 千円 8,331 7,445 8,257 8,255 8,255
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 大雨時に久慈川に流出する雨水が農地の湛水被害を発生させているため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

ほ場整備、宅地造成等により久慈川への雨水への流出量が増加していたが、湛水防除施設が稼
働することにより農地冠水が少なくなった。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

湛水防除施設を稼働する期間は出水期（４月～１０月）としているが、近年の異常気象等により非
出水期でも大雨が降っており通年稼働の要望がある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 平成３０年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

大雨時、湛水により農地等への被害を守るのは市の責務である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

大雨時は地元の方に操作を依頼し、適切に稼働出来ているため、これ以上の向上の余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業は無く、廃止すれば他に被害を抑制する手段がないため、廃止・休止は不可能である。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

操作は大雨時の対応となり最低限の人数で行っている。
事業費は施設を動かす電気料が大半を占めており、これ以上の削減余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

大雨時による農地への被害を守るための事業であり、受益者負担を求めるものではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

近年大規模な豪雨による被害の発生が増えているため、被害の抑制には重要な施設であることから、施設の維持管理体制を維持しなければな
らない。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 2 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 3 5 20
点検日

事務事業名 道路維持補修事業 事業類型 維持管理

担当部課G等 建設部　土木課 維持管理グループ 記入者氏名 小野瀬　義宏

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 3 道路の適正な維持管理

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

年度）

根拠法令
07 01 02 道路維持補修事業

（開始年度 年度～） 年度 ～

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
道路の機能維持のための補修及び自治会等の要望による補修を
行う。

舗装補修、側溝布設、その他維持補修のための設計、積算及
び監督。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

・道路
・建設資機材 市道認定延長 ｍ 1161494. 1161418.

0. 0. 0. 0.

356. 300. 300. 300.

1161418. 1161418. 1161418.

0.

5. 5. 5. 5.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・道路舗装補修（簡易な補修を含む）
・建設資機材の購入及びレンタル
・建設車両の整備

補修実施件数(自治会申請
分)

件 370.

5.

砕石購入量 ｍ3 624. 1088. 500. 500. 500.

建設車両所有台数 台

100. 100.

0. 0. 0. 0.

20. 20.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

・道路機能を維持し利用者が安全に通行できるように
する。
・住民及び警察等の道路維持補修要望に迅速に対
応できる。

補修実施率(自治会申請に
対する対応率)

％ 100. 100.

100. 100. 100. 100.

100.

資機材提供件数 件 15. 13. 20.

100.

0. 0. 0. 0. 0.

資機材要望対応率 ％

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 10,089 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 45,000 53,800 87,400 94,140 94,500 0
そ の 他 千円 80,000 96,000 5,000 9,000 9,000 0
一 般 財 源 千円 41,285 22,904 91,734 106,698 107,000 0

事 業 費 計 (A) 千円 166,285 172,704 194,223 209,838 210,500 0
人 件 費 計 (B) 千円 10,944       1.71人 11,368       2.32人 11,368       2.32人 11,368       2.32人 11,368       2.32人

投入量(A)+(B) 千円 177,229 184,072 205,591 221,206 221,868
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 市道管理が始まった段階から行っている。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

市への要望件数は増加傾向にある。
道路の陥没により車を損傷させるといった事故が年に1回程度発生している。
すべての道路を常に見回り・補修を行うには人的に厳しい。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

道路を利用する人から、早急に補修するよう要望がある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和元年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

住民の共有財産であるため、行政が維持管理を行う。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

道路陥没による車両破損事故を減らすため、定期的にパトロールを行っているが全ての路線をカ
バーするにも限界がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業はない。
良好な道路環境を維持するため、廃止・休止は不可能である。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

迅速な補修対応を行なっていくためには、事業費削減の余地はない。
必要最低限の人員で行なっており、人件費削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

道路は不特定多数の人が利用するため、市が負担することは適当である。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

維持補修が必要な道路施設は数多くあり、安全に通行させるためには継続的な維持補修が重要であることから、緊急性等を踏まえた個所付け
などを行い事業の推進を図る。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 2 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 3 5 20
点検日

事務事業名 道路維持清掃事業 事業類型 維持管理

担当部課G等 建設部　土木課 維持グループ 記入者氏名 小野瀬　義宏

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 3 道路の適正な維持管理

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

年度）

根拠法令
07 01 02 道路維持清掃事業

（開始年度 年度～） 年度 ～

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
道路の除草、側溝の清掃等を行い、道路の機能を保全する。 除草、側溝及び路面の清掃を行い道路の機能を保全する。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

・市道
市道認定延長 ｍ 1161494. 1161418.

0. 0. 0. 0.

179800. 179800. 179800. 179800.

1161418. 1161418. 1161418.

0.

1644. 375. 1000. 1000.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・道路除草、道路側溝の清掃。
除草面積 ㎡ 161200.

1000.

0. 0. 0. 0. 0.

清掃延長(側溝) ｍ

100. 100.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

・道路排水機能の維持及び安全の確保。 除草実施率＝実施件数／
要望件数

％ 100. 100.

0. 0. 0. 0.

100.

0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 500 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 55,110 63,281 63,959 63,959 63,959 0

事 業 費 計 (A) 千円 55,110 63,781 63,959 63,959 63,959 0
人 件 費 計 (B) 千円 3,456       0.54人 4,116       0.84人 4,116       0.84人 4,116       0.84人 4,116       0.84人

投入量(A)+(B) 千円 58,566 67,897 68,075 68,075 68,075
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 市道管理が始まった段階から行っている。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

人件費等の上昇により委託費は年々増加している。
予算が限られているため、延長を短くする・回数を減らすなどしてなんとか対応している状況であ
る。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

以前は地元で行なわれていた草刈等も高齢化・若い世代の自治会未加入等により対応が難しく
なってきている。
市への要望は以前より増加している。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和元年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市が管理している道路であるため、市が清掃を行う。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

限られた予算の中で対応できており、これ以上の成果の向上余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業はない。
良好な道路状況を維持するため、休止・廃止は不可能である。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

除草委託面積を厳しく精査するなどしており、事業費を削減する余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

道路は不特定多数の人が利用するため、受益者に負担を求める事は出来ない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
除草対象面積を精査しながら清掃業務を継続していく。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

緊急性や必要性を踏まえ事業を推進する。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 2 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 3 5 20
点検日

事務事業名 両宮遊歩道管理事業 事業類型 施設の維持管理

担当部課G等 建設部　土木課 維持管理グループ 記入者氏名 小野瀬　義宏

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 7 自然環境と調和した魅力的な都市づくりを推進する

基本事業名 3 公園の適正な維持管理

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

年度）

根拠法令
07 01 02 両宮遊歩道管理事業

（開始年度 年度～） 年度 ～

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
両宮遊歩道の維持管理を行う。 委託契約事務、軽微な補修業務、要望等の対応

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市民
両宮遊歩道 人口 人 53436. 53187.

延長 ｍ 1400. 1400. 1400. 1400.

200. 200. 200. 200.

52800. 52500. 52300.

1400.

1. 1. 1. 1.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

遊歩道の清掃、除草及び樹木の剪定を実施する。
清掃・除草回数 回 201.

1.

0. 0. 0. 0. 0.

剪定・消毒回数 回

3. 3.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

安全で快適な公共緑地を確保する。
苦情件数 件 3. 3.

0. 0. 0. 0.

3.

0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 2,880 3,061 3,436 3,436 3,436 0

事 業 費 計 (A) 千円 2,880 3,061 3,436 3,436 3,436 0
人 件 費 計 (B) 千円 1,269       0.36人 1,269       0.36人 1,269       0.36人 1,269       0.36人 1,269       0.36人

投入量(A)+(B) 千円 4,149 4,330 4,705 4,705 4,705
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 水路を暗渠化することで、災害時の緊急避難路、緊急車両の進入ルートにするなど上部を遊歩道

として活用した。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

特に変化は見受けられないが、毎年、害虫駆除や剪定の問い合わせが発生している。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

特になし
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 平成３０年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市民の憩いの場を提供すると共に、市民生活の充実を考慮すれば、市が事業を継続することは妥
当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

遊歩道の植栽につく害虫や伸びた枝葉などの苦情はあるが、今以上の清掃を行うことは難しく、成
果を向上させる余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

遊歩道の清掃・除草または害虫駆除の管理が難しいため、単独事業で実施するのが望ましい。ま
た、廃止・休止にした場合は、遊歩道としての機能が損なわれ、周辺環境の悪化や防犯上の問題
も発生する。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

事業費はシルバー人材センターへの委託料が主であり、人件費は市民からの問い合わせの対応
など必要最小限としているため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

不特定多数の市民が利用できる遊歩道であり、受益者負担を求めるものではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 2 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 3 5 18
点検日

事務事業名 道路改良舗装事業 事業類型 委託・用地・補償・工事

担当部課G等 建設部　土木課 建設Ｇ 記入者氏名 田上　慎司

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 2 生活道路の整備

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

年度）

根拠法令 道路法
07 01 03 道路改良舗装事業

（開始年度 年度～） 年度 ～

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
市道に認定してある道路を対象に、生活道路としての交通の利便
を図るとともに、通過交通量の多い道路には自動車・自転車及び
歩行者が安心して移動できる車道や歩道の整備及び道路の冠水
を解消するための排水路整備を進める。

・自治会との整備箇所の事前協議、整備申請の受付
・道路整備審査会の準備開催など
・整備計画の調整及び実施路線の測量設計業務の発注
・実施路線の地元説明会の実施
・地権者交渉及び用地登記業務
・工事発注及び工事監督業務

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

整備の必要性がある市道 採択され整備が残っている
件数

件 167. 139.

うち当該年度採択件数 件 13. 6. 10. 10.

59. 65. 65. 65.

140. 140. 140.

10.

66. 26. 50. 50.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

整備路線の選定、関係地権者への通知・説明会の開
催・事業同意確認・測量設計・用地取得・工事設計・
工事実施

整備中の路線件数 件 86.

50.

業務委託等発注件数 件 20. 33. 15. 15. 15.

改良舗装等工事発注件数 件

28.5 29.

0. 0. 0. 0.

8000. 8000.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

地域からの要望を踏まえた整備を行う（拡幅、舗装、
歩道整備） 道路改良率 ％ 27.34 27.67

0. 0. 0. 0.

29.5

年度毎の改良延長増加分 m 7538.96 3959.26 8000.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 37,000 82,500 90,500 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 143,000 146,100 104,500 209,100 199,300 0
そ の 他 千円 0 0 20,000 0 0 0
一 般 財 源 千円 216,009 158,482 111,357 109,506 88,157 0

事 業 費 計 (A) 千円 359,009 304,582 272,857 401,106 377,957 0
人 件 費 計 (B) 千円 20,069       3.89人 16,012       3.18人 16,012       3.18人 16,012       3.18人 16,012       3.18人

投入量(A)+(B) 千円 379,078 320,594 288,869 417,118 393,969
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ ・市の事業実施計画や地域からの要望による。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

・地元の要望や地理的特性を踏まえ、地域に合った整備手法を提案するなど、「みちづくり」につい
て行政のビジョンが求められている。また、整備順位は地域格差を極力出さないような公平性が求
められる。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

・市民が必要としている路線の早期実施、早期完成及び市民が納得できる整備路線の選定の必
要がある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和元年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

多くの人が利用すると考えられる市道は、公共の福祉に鑑みて公道として行政が整備することは
妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

多大な採択路線を抱える中、住民の早期整備の要望に応え整備率をより早く向上させるために
は、現在以上の予算と人員確保が必要であるが、現在の市の財政状況では難しい。今後の事業
推進においては、関係地権者の理解と協力が必要なため働きかけを行っていく。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

農道整備事業との統合を検討できるが、所管事業省庁との協議を要するため、現時点での実行は
難しい。また、住民の要望が強い事業であり、廃止、休止は現実的でない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

最小限の工事量で行っており事業費を削減すると路線毎の完了年度が遅れるため削減は難し
い。また、設計や委託及び工事の監督のほか、用地交渉や登記なども最小限の人員で行っている
ため、人件費の削減は難しい。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

市道は不特定多数の人が利用するものであり、受益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
地域住民の要望を踏まえた適正な整備手法を提案し、関係地権者のご理解ご協力をいただきなが
ら事業の促進を図る。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

事業の着手から完了までには複数年を要することから、計画性を持って迅速かつ効率的に取り組む。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 2 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 3 5 24
点検日

事務事業名 冠水対策推進事業 事業類型 委託・用地・補償・工事

担当部課G等 建設部　土木課 建設Ｇ 記入者氏名 田上　慎司

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 3 道路の適正な維持管理

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

年度）

根拠法令
07 01 03 冠水対策推進事業

（開始年度 令和 2 年度～） 年度 ～

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
市内の冠水する市道において、安定した排水能力を確保し、台風
や集中豪雨などの影響による冠水被害を減らすことで、市民の安
心安全な生活環境を守るものである。

・事業計画及び詳細設計
・地権者交渉
・工事費積算及び施工監督

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

整備の必要性のある排水路整備箇所 採択され整備が残っている
件数

件 0. 29.

採択されている総延長 ｍ 0. 7784. 7584. 7384.

1. 2. 2. 2.

27. 25. 23.

7184.

0. 2. 2. 2.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

整備路線の選定、関係地権者との調整、事業同意確
認・測量設計・用地取得・工事設計・工事実施 整備中の路線件数 件 0.

2.

0. 0. 0. 0. 0.

業務委託等発注件数 件

200. 200.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

地域からの要望を踏まえた整備を行う（排水路整備）
年度毎の整備延長増加分 ｍ 0. 0.

0. 0. 0. 0.

200.

0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 168,487 155,615 0
そ の 他 千円 0 0 10,000 0 0 0
一 般 財 源 千円 0 12,111 29,785 14,067 13,390 0

事 業 費 計 (A) 千円 0 12,111 39,785 182,554 169,005 0
人 件 費 計 (B) 千円 0       0.00人 14,050       2.55人 14,050       2.55人 14,050       2.55人 14,050       2.55人

投入量(A)+(B) 千円 0 26,161 53,835 196,604 183,055
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ ・近年発生する台風や集中豪雨等により、市内において冠水箇所が増加していることによる。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

・近年発生する台風や集中豪雨により、市内の冠水箇所の要望が増えており、市民の住みよい環
境づくりをするため現場確認等により調整している。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

・市民が必要としている路線の早期実施、早期完成及び市民が納得できる整備路線の選定の必
要がある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市内における冠水箇所は、環境整備のため行政が整備することは妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

冠水箇所が増えている中、住民の早期整備の要望に応え環境向上するためには、現在以上の予
算と人員確保が必要であるが、現在の市の財政状況では難しい。今後の事業推進で重要となるの
で引き続き関係地権者の理解と協力をお願いしていく。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

農地基盤整備事業との統合は検討できるが、所管事業省庁との協議を要するため、現時点での
実行は難しい。また、住民の要望が強い事業であり、廃止休止はできない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

最小限の工事量で行っており事業費を削減すると冠水箇所の解消が遅れるため削減は難しい。ま
た、設計や委託及び工事の監督のほか、用地交渉や登記も最小限の人員で行っているため、人
件費の削減は難しい。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

市道は不特定多数の人が利用するものであり、受益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
地域住民の要望を踏まえた適正な整備手法を提案し、関係地権者のご理解ご協力をいただきなが
ら事業の促進を図る。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

現状維持ではあるが、ゲリラ豪雨や台風などの異常気象による冠水被害は増加しているため、今後住民の生命と財産を守るために、事業の拡
大等を考える必要がある。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 2 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 3 5 20
点検日

事務事業名 橋りょう長寿命化修繕事業 事業類型 委託・工事

担当部課G等 建設部　土木課 維持管理グループ 記入者氏名 小野瀬　義宏

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 3 道路の適正な維持管理

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

年度）

根拠法令
07 01 04 橋りょう長寿命化修繕事業

（開始年度 年度～） 年度 ～

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
市内に点在する橋梁１８８橋について、橋りょう長寿命化修繕計画
に基づき、橋りょうの点検及び修繕工事を行う。

橋長２ｍ以上の橋りょうについて、５年に１回点検を実施し年次
計画により修繕工事を行う。
那珂市内橋りょう数　　１８８橋
１５ｍ以上：２４橋　１５ｍ以下：１６４橋

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

那珂市内にある2ｍ以上の橋りょう
橋長２ｍ以上の橋りょう 橋 188. 188.

補修が必要と判断された橋
梁

橋 13. 9. 6. 1.

25. 40. 70. 48.

188. 188. 188.

0.

0. 4. 7. 12.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

橋りょうの点検
補修、修繕工事の実施 点検実施橋りょう数 橋 5.

13.

0. 0. 0. 0. 0.

補修実施橋りょう数 橋

182. 187.

0. 0. 0. 0.

92. 100.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

橋りょう及び歩道橋の安全を図る 安全が確認されている橋
りょう数

橋 175. 179.

0. 0. 0. 0.

188.

補修完了率(13橋に対して) ％ 0. 30. 53.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 8,800 17,820 25,300 28,840 22,300 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 14,500 13,300 22,400 17,300 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 28,587 1,076 7,660 1,212 1,015 0

事 業 費 計 (A) 千円 37,387 33,396 46,260 52,452 40,615 0
人 件 費 計 (B) 千円 3,072       0.48人 2,156       0.44人 2,156       0.44人 2,156       0.44人 2,156       0.44人

投入量(A)+(B) 千円 40,459 35,552 48,416 54,608 42,771
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 国土交通省により道路橋の安全で円滑な交通の確保、第三者への被害の防止を図るため橋りょう

の点検が義務化されたことによる。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

平成２６年６月、国土交通省より「橋梁定期点検要領」の制定。
那珂市橋梁長寿命化修繕計画(平成２６年４月策定)

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

定期的な点検実施により安全確認、補修事業の実施が望まれている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和元年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市の管理している橋梁であるため、市が維持管理を行う。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

Ｈ３０年度までに市内全ての橋梁の点検が完了し、安全が確認されている。今後は５年に１度の定
期点検が義務付けられているため、計画的なサイクルで対応していけば必要な成果がえられる。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業はない。
定期的に橋梁の安全を確認する義務があり、廃止・休止は出来ない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

事業費は橋梁の安全を確認するための委託費がほとんどであり削減の余地はない。人件費につ
いても必要最低限の人員で対応しているため削減は難しい。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

橋梁は不特定多数の人が利用するものであり、市が負担することは適当である。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
今後も計画的に橋梁の点検及び補修を継続していく。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

橋梁の長寿命化については専門性の高い事業であり、業務委託による調査や修繕など、長期的な計画をもって事業を推進する。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

-34-



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 2 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 3 5 20
点検日

事務事業名 河川総務事務費 事業類型 総務事務

担当部課G等 建設部　土木課 維持管理グループ 記入者氏名 小野瀬　義宏

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 1 災害に強いまちをつくる

基本事業名 1 防災・減災対策の強化

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

年度）

根拠法令
07 02 01 河川総務事務費

（開始年度 年度～） 年度 ～

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
水害の被害を防ぐための樋管施設の維持管理 国土交通省より委嘱を受けた、那珂川・久慈川の樋管の操作・

点検

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

堤内地の土地
被害を受ける地区 地区 8. 8.

0. 0. 0. 0.

10. 10. 10. 10.

8. 8. 8.

0.

0. 0. 0. 0.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

大雨による水害を防ぐため樋管施設の維持管理
那珂川４箇所
久慈川７箇所

管理する樋管 箇所 11.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

5. 5.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

大雨時に樋管を適切に操作することにより、堤内地
への水害を防止する。 樋管を操作した日数 日 1. 0.

0. 0. 0. 0.

5.

被害件数 件 0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 01年度（実績） 02年度（実績） 03年度（見込） 04年度（計画） 05年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 785 662 1,229 1,229 1,229 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 0 0 0 0 0 0

事 業 費 計 (A) 千円 785 662 1,229 1,229 1,229 0
人 件 費 計 (B) 千円 192       0.03人 196       0.04人 196       0.04人 196       0.04人 196       0.04人

投入量(A)+(B) 千円 977 858 1,425 1,425 1,425
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 大雨による堤内地への被害を発生するのを防ぐため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

樋管を操作することにより堤内地の湛水を防ぐための施設（湛水防除機場）を設置している。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

樋管操作を近隣の人に依頼しているが高齢となっており新しい人を探してほしいといわれている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 平成３０年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

樋管の管理は国より委嘱された事業となっている

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

地元の方に操作を依頼し、適切に稼働出来ているため、これ以上の向上の余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業がないため、統廃合の余地はない。また、廃止すれば大雨による被害を防ぐことが出来
なくなるため、廃止・休止は不可能である。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

事業費は大部分が大雨時における樋管操作の報奨金であり、最低限の人員で行っているため、こ
れ以上の事業費・人件費の削減余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

大雨時における被害を防ぐための事業であり、受益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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